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振
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事務次官に�

河 野  昭 氏が就任�

　平成13年1月6日付けで、事務次官に河野昭氏が就任した。�

　昭和40年東京大学文学部卒業。昭和41年行政管理

庁入庁、平成2年総務庁行政管理局企画調整課長、平成

3年総務庁長官官房総務課長、平成4年総務庁長官官房

審議官（行政監察局担当）、平成5年関東管区行政監察局

長、平成6年総務庁長官官房審議官（行政管理局担当）、

平成7年総務庁長官官房長、平成10年中央省庁等改

革推進本部事務局長、同年内閣官房審議官を歴任後現

在に至る。�

　�

東京都出身、59歳�

内閣府審議官に�

榊  誠 氏が就任�

大臣官房審議官（沖縄担当）に�

武 田  宗 高 氏が就任�

　平成13年1月6日付けで大臣官房審議官（沖縄担当）

に武田宗高氏が就任した。�

　昭和47年東京大学法学部卒業。同年大蔵省入省、平

成２年沖縄開発庁振興局振興総務課長、平成４年大蔵省

理財局国有財産審査課長、平成5年大蔵省関税局業務課

長、平成6年防衛庁経理局会計課長、平成8年国税庁長

官官房総務課長、平成9年仙台国税局長、平成10年経済

戦略会議事務局次長、平成１１年関東財務局長を歴任後

現在に至る。�

�

香川県出身、51歳�

沖縄総合事務局次長に�

東 清 氏が就任�

　平成13年1月6日付けで沖縄総合事務局次長に東清

氏が就任した。�

　昭和50年東京都立大学法学部卒業。同年経済企画庁

入庁、平成元年防衛庁防衛研究所第一研究部第三研究室

長、平成3年国土庁地方振興局総務課計画調整官、平成

5年経済企画庁総合計画局計画官（産業一般担当）、平成

7年国土庁地方振興局東北開発室長、平成9年経済企画

庁調整局貿易投資調整官、平成10年経済企画庁長官官

房情報システム課長を歴任後現在に至る。�

�

東京都出身、50歳�

沖縄総合事務局長に�

吉 田  正 嗣 氏が就任�

　小山裕前局長の転任に伴い、平成13年1月6日付けで

沖縄総合事務局長に吉田正嗣氏が就任した。�

　昭和47年東京大学法学部卒業。同年運輸省入省、平

成2年国際観光振興会パリ観光宣伝事務所長、平成5年

内閣総理大臣官房参事官（広報室）、平成8年沖縄開発庁

総務局総務課長、平成10年内閣総理大臣官房管理室長、

平成12年中央省庁等改革推進本部事務局次長を歴任後

現在に至る。�

�

佐賀県出身、51歳�

沖縄振興局長に�

安 達  俊 雄 氏が就任�

　平成13年1月6日付けで沖縄振興局長に安達俊雄氏

が就任した。�

　昭和46年京都大学法学部卒業。同年通商産業省入省、

平成3年通商産業省立地公害局立地政策課長、平成4年

通商産業省機械情報産業局産業機械課長、平成6年防衛

庁装備局管理課長、平成8年通商産業省大臣官房審議官、

平成9年内閣審議官（内閣官房内閣内政審議室）を歴任

後現在に至る。�

�

大阪府出身、52歳�

政策統括官（沖縄担当）に�

襲 田  正 徳 氏が就任�

　平成13年1月6日付けで政策統括官（沖縄担当）に襲

田正徳氏が就任した。�

　昭和45年東京大学法学部卒業。同年自治省入省、平

成元年鹿児島県総務部長、平成4年自治省大臣官房企画

官兼参事官、同年地方職員共済組合地方共済事務局長、

平成6年沖縄開発庁総務局企画課長、平成9年沖縄開発

庁沖縄総合事務局長、平成10年沖縄開発庁振興局長を

歴任後現在に至る。�

�

栃木県出身、53歳�

　平成13年1月6日付けで、内閣府審議官に榊誠氏が就

任した。�

　昭和43年早稲田大学第一政治経済学部卒業。同年総

理府入府、平成2年内閣審議官（外政審議室）兼内閣総理

大臣官房参事官、平成4年沖縄開発庁総務局総務課長、

平成6年総務庁恩給局次長、平成8年内閣総理大臣官房

管理室長、平成10年内閣総理大臣官房審議官、同年総

理府賞勲局長、平成12年沖縄開発庁総務局長を歴任後

現在に至る。�

�

青森県出身、56歳�

平成十三年度消費者モニター募集�
　公正取引室では、公正取引委員会の消費者行政に一般消費者の意見
を反映させるため、また、公正取引委員会の仕事に消費者の立場から協力
していただくため、平成13年度の消費者モニターを募集しています。�
　消費者モニターの仕事は、公正取引委員会が行うアンケート調査等に協
力していただくほか、独占禁止法や景品表示法の施行に関する情報の提供、
日常生活経験に照らした消費者としての意見等を提供していただくことです。�
　また、公正取引委員会の消費者行政についての紹介や意見交換などを
行うため、年2回の研修会にも参加していただくことになっています。�
　なお、平成13年度の募集要領は下記のとおりです。�

応 募 資 格 �
�
募 集 人 数 �
任 期 �
�
謝 金 �

沖縄県内に居住する
20歳以上の消費者�
18名�
平成13年4月から平成
14年3月までの1年間�
1万2千円（上限）�

応 募 方 法 �
応 募 期 間 �
�
問い合せ先�
�
電 話 �

官製はがきにて�
平成13年1月9日から2月9日�
（締切日当日消印有効）�
沖縄総合事務局総務部
公正取引室�
098-863-2243
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事務次官に�

河 野  昭 氏が就任�

　平成13年1月6日付けで、事務次官に河野昭氏が就任した。�

　昭和40年東京大学文学部卒業。昭和41年行政管理

庁入庁、平成2年総務庁行政管理局企画調整課長、平成

3年総務庁長官官房総務課長、平成4年総務庁長官官房

審議官（行政監察局担当）、平成5年関東管区行政監察局

長、平成6年総務庁長官官房審議官（行政管理局担当）、

平成7年総務庁長官官房長、平成10年中央省庁等改

革推進本部事務局長、同年内閣官房審議官を歴任後現

在に至る。�

　�

東京都出身、59歳�

内閣府審議官に�

榊  誠 氏が就任�

大臣官房審議官（沖縄担当）に�

武 田  宗 高 氏が就任�

　平成13年1月6日付けで大臣官房審議官（沖縄担当）

に武田宗高氏が就任した。�

　昭和47年東京大学法学部卒業。同年大蔵省入省、平

成２年沖縄開発庁振興局振興総務課長、平成４年大蔵省

理財局国有財産審査課長、平成5年大蔵省関税局業務課

長、平成6年防衛庁経理局会計課長、平成8年国税庁長

官官房総務課長、平成9年仙台国税局長、平成10年経済

戦略会議事務局次長、平成１１年関東財務局長を歴任後

現在に至る。�

�

香川県出身、51歳�

沖縄総合事務局次長に�

東 清 氏が就任�

　平成13年1月6日付けで沖縄総合事務局次長に東清

氏が就任した。�

　昭和50年東京都立大学法学部卒業。同年経済企画庁

入庁、平成元年防衛庁防衛研究所第一研究部第三研究室

長、平成3年国土庁地方振興局総務課計画調整官、平成

5年経済企画庁総合計画局計画官（産業一般担当）、平成

7年国土庁地方振興局東北開発室長、平成9年経済企画

庁調整局貿易投資調整官、平成10年経済企画庁長官官

房情報システム課長を歴任後現在に至る。�

�

東京都出身、50歳�

沖縄総合事務局長に�

吉 田  正 嗣 氏が就任�

　小山裕前局長の転任に伴い、平成13年1月6日付けで

沖縄総合事務局長に吉田正嗣氏が就任した。�

　昭和47年東京大学法学部卒業。同年運輸省入省、平

成2年国際観光振興会パリ観光宣伝事務所長、平成5年

内閣総理大臣官房参事官（広報室）、平成8年沖縄開発庁

総務局総務課長、平成10年内閣総理大臣官房管理室長、

平成12年中央省庁等改革推進本部事務局次長を歴任後

現在に至る。�

�

佐賀県出身、51歳�

沖縄振興局長に�

安 達  俊 雄 氏が就任�

　平成13年1月6日付けで沖縄振興局長に安達俊雄氏

が就任した。�

　昭和46年京都大学法学部卒業。同年通商産業省入省、

平成3年通商産業省立地公害局立地政策課長、平成4年

通商産業省機械情報産業局産業機械課長、平成6年防衛

庁装備局管理課長、平成8年通商産業省大臣官房審議官、

平成9年内閣審議官（内閣官房内閣内政審議室）を歴任

後現在に至る。�

�

大阪府出身、52歳�

政策統括官（沖縄担当）に�

襲 田  正 徳 氏が就任�

　平成13年1月6日付けで政策統括官（沖縄担当）に襲

田正徳氏が就任した。�

　昭和45年東京大学法学部卒業。同年自治省入省、平

成元年鹿児島県総務部長、平成4年自治省大臣官房企画

官兼参事官、同年地方職員共済組合地方共済事務局長、

平成6年沖縄開発庁総務局企画課長、平成9年沖縄開発

庁沖縄総合事務局長、平成10年沖縄開発庁振興局長を

歴任後現在に至る。�

�

栃木県出身、53歳�

　平成13年1月6日付けで、内閣府審議官に榊誠氏が就

任した。�

　昭和43年早稲田大学第一政治経済学部卒業。同年総

理府入府、平成2年内閣審議官（外政審議室）兼内閣総理

大臣官房参事官、平成4年沖縄開発庁総務局総務課長、

平成6年総務庁恩給局次長、平成8年内閣総理大臣官房

管理室長、平成10年内閣総理大臣官房審議官、同年総

理府賞勲局長、平成12年沖縄開発庁総務局長を歴任後

現在に至る。�

�

青森県出身、56歳�

平成十三年度消費者モニター募集�
　公正取引室では、公正取引委員会の消費者行政に一般消費者の意見
を反映させるため、また、公正取引委員会の仕事に消費者の立場から協力
していただくため、平成13年度の消費者モニターを募集しています。�
　消費者モニターの仕事は、公正取引委員会が行うアンケート調査等に協
力していただくほか、独占禁止法や景品表示法の施行に関する情報の提供、
日常生活経験に照らした消費者としての意見等を提供していただくことです。�
　また、公正取引委員会の消費者行政についての紹介や意見交換などを
行うため、年2回の研修会にも参加していただくことになっています。�
　なお、平成13年度の募集要領は下記のとおりです。�

応 募 資 格 �
�
募 集 人 数 �
任 期 �
�
謝 金 �

沖縄県内に居住する
20歳以上の消費者�
18名�
平成13年4月から平成
14年3月までの1年間�
1万2千円（上限）�

応 募 方 法 �
応 募 期 間 �
�
問い合せ先�
�
電 話 �

官製はがきにて�
平成13年1月9日から2月9日�
（締切日当日消印有効）�
沖縄総合事務局総務部
公正取引室�
098-863-2243

切手� 9

那
覇
市
前
島
二
の
二
十
一
の
十
三�

沖
縄
総
合
事
務
局
総
務
部�

公
正
取
引
室
　
　
行�

①
住
所�

②
氏
名（
ふ
り
が
な
）�

③
年
齢
・
性
別�

④
電
話
番
号�

⑤
職
業（
会
社
員
・
専
業
主
婦
・
パ
ー
ト
等
）�

⑥
各
種
モ
ニ
タ
ー
経
験
の
有
無�

⑦
家
族（
同
居
）構
成
／
続
柄
・
年
齢
・
職
業�

　（
例
：
夫
40
会
社
員
、子
９
小
学
生
）�

⑧
最
寄
バ
ス
停
名�

⑨
最
寄
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ス
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で
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要
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⑩
応
募
し
た
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百
字
程
度
以
上
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記�

こ う　 の　　あきら�

お そ　 だ　 　ま さ　 の り�あ　  だ ち　  と し　 お�あずま きよし�

さかき　まこと�た け　 だ　　む ね　た か�よ し　  だ　     ま さ　つ ぐ　�


